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平成２３年６月９日
厚生労働省職業安定局長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府災害等支援対策本部長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　橋下　徹
東日本大震災による被害に伴う雇用促進住宅の入居対象者の取扱いについて（要望）
　日頃は本府の行政に各般にわたりご協力いただきお礼申し上げます。
　さて、本府ではこの度の東日本大震災によって府内へ避難されて来た方に対して府営住宅などの公的住宅、無償提供された民間住宅等の提供に全力で取り組んできたところです。
また、厚生労働省大阪労働局、（独）雇用・能力開発機構大阪センター、（財）雇用振興協会大阪支所との連携により、福島第一原子力発電所の放射能事故から自主的に避難された方を府内の雇用促進住宅に受入れを行なってまいりました。
　このたび、平成23年６月３日付け貴省職業安定局総務課長補佐名の事務連絡にて、福島第一原子力発電所の事故に伴う自主避難者に関する取扱いを見直す旨の通知が発出されましたが、この通知に基づく運用を行なった場合、福島県以外から自主避難される方を排除することにつながり、今後の被災者支援に重大な支障と被災者への大きな不安を与える恐れがあります。
したがって取扱いの変更にあたって、これまでの経緯も踏まえ、被災者支援に力点を置いた運用となるよう下記事項について要望します。
記
１　福島県以外からの自主避難者の取扱いについて
　　現在、本府に福島県以外に居住されている方が自主的に避難して来られる方も多く、福島県以外からの避難者を排除することは、大きな混乱が生じることとなる。
ついては、雇用促進住宅の受入については福島第一原子力発電所事故が終息するまでの間、従前の取り扱いとすること。
２．既に自主避難者として住宅に入居されている方の取扱いについて
　　現在、府内の雇用促進住宅に既に入居している自主避難者（約60世帯）の貸与許可の条件として「希望があれば最長平成２５年３月末まで更新が可能」とされていますが、その条件を変更するような取扱いとなった場合には、入居者の生活設計に多大なる影響が発生するとともに、貴省および本府の信頼が損なわれることにもなりかねません。
　既入居者の取扱いを検討するに際しては、これまでの経緯を十分踏まえ、入居時の貸与許可の条件が継続して適用されるようにすること。
【参考】
府内の雇用促進住宅の入居決定者の状況
平成２３年６月６日現在　　　　　　　　　　うち　５月３０日～６月６日の決定者　　
	出　身　県
	人　数

	福島県
	１０１

	東京都
	２０

	宮城県
	１３

	茨城県
	１１

	埼玉県
	９

	千葉県
	８

	その他
	９

	合　計
	１７１


	出　身　県
	人　数

	茨城県
	５

	東京都
	５

	千葉県
	３

	埼玉県
	２

	福島県
	１

	宮城県
	１

	合　計
	１７
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住宅まちづくり部


　居住企画課　川端・佐藤


０６－６２１０－９７１０


　商工労働部


　　労政課　柴田


　　　０６－６２１０－９５１６











